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全建賞

小学校の授業の中で教師に継続的に防災教育を取り組んで
もらえるように、指導計画や教材の作成支援を行った取組み。
試行授業の実施後には教材に対する意見を聴取し、教育実践
ガイドを作成、公表するなど、防災教育の定着と展開に向け
た積極的な取り組みが実施され、ほとんどの児童が家庭で試
行授業の話をしており、子どもだけでなく保護者の防災意識
向上にも寄与している点が評価された。
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1．はじめに
平成27年９月の関東・東北豪雨などの大規模広域災

害の影響を受け、水防災社会再構築ビジョンに基づく狩
野川水防災協議会では、取組み方針の１つに「防災教育」
が位置づけられた。これを受けて、防災意識を高める取
組みを小学校教育の中で展開し、子供から家庭、さらに
は地域へと展開させていくことを目的に平成28年度よ
り開始した。

2．事業の概要
当事務所では、狩野川台風による被害の記憶を次世代

へ引継ぎ、流域住民の防災意識向上を図ることを目的に
「狩野川台風の記憶をつなぐ会」が設立されており、こ
れまで「出前講座」等を実施してきたが、特定の学校・
児童にしか実施できないことや資料の内容や説明が、児
童の理解度向上に繋がっているか不明などの課題があった。

そこで、防災教育をより幅広く水平展開を図るため、
小学校の通常の授業の中で、児童に教えるプロである教
師に継続的に防災教育を実施してもらえるようモデル校
を募集した。

モデル校への支援は、試行授業を実施するため教師用
指導計画書・発問計画・板書計画・単元テスト・ワーク
シ—ト等の資料をパッケージ化した「教育実践ガイド」

を作成し、さらに学校区のハザードマップ、浸水深が体
感できる等身大模型、映像等の教材も作成した。

試行授業の実施後には、意見交換会や授業を実施した
教員との反省会を実施し、授業の方法や教材についての
意見を頂き、結果を反映して修正した実践ガイドを最終
版とし授業実施した学校へ渡し、事務所のホームページ
にも掲載している。

3．事業の成果
試行授業後の保護者向けのアンケート調査では「試行

授業の内容を児童が家庭で話したか」に対し、「約８割
の児童が家庭で授業の話をした」という結果になった。

さらに「児童に話を聞いた後、どんな行動をしたか」
に対しては、「ハザードマップを確認した」,「避難ルー
トを確認した」などの回答が多く、保護者の防災意識の
向上に寄与していると考えられる。

4．おわりに
この取組みは狩野川流域沿川７市町において、平成

30年度までに計11校で実施し、今年は新たに４校を追
加した計15校の小学校で試行授業を実施予定。

今後の防災教育の定着と展開に向け、国土交通省が静
岡県、沿川市町等と連携し、モデル校への継続的なサポー
トの実施や、実践協力校を拡大していくため各市町の校
長会や教科研究会において防災・河川環境教育について
の取組みを周知し、さらに防災教育を発展させることが
重要であると考える。
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